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１０月１日以降のコロナ特例について老健施設に関係する主な変更点（まとめ）

●コロナ治療薬は、今後利用者負担が発生（他科受診時）
・3割負担の方＝9,000円（自己負担額の上限）
・2割負担の方＝6,000円（自己負担額の上限）
・1割負担の方＝3,000円（自己負担額の上限）
他科受診の際に上記が利用者負担になります。

●かかりまし経費（補助金）
・老健施設3.8万×定員 は変更なし
・コロナ患者への対応に係る業務手当（危険手当）の上限を設定

1人あたり上限4,000円/日 ※これまで上限設定なし

●施設内療養（補助金）
・陽性者が発生した場合 1人あたり5,000円/日（半額）
・クラスター10人以上の場合 1人あたり ＋5,000円/日（半額）
・その他の要件は変わらず

●退院基準を満たすコロナ患者の受入れ（退所前連携加算）
（老健の場合） 前半7日間 600単位×7

後半7日間 400単位×7 合計14日間

●その他のものはこれまで通り
・入退所の制限した場合・・指標のカウント（制限した月は指標のカウントから除外）

変
更
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他科受診について

ROKENくん
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薬剤料も利用者負担分あり

８．患者等に対する公費負担の取扱い
(1) 治療薬の自己負担軽減
① 公費支援の内容
○ ５類感染症への位置づけ変更後は、新型コロナの患者が外来及び入院で新型コロナウイ

ルス感染症治療薬の処方（薬局での調剤を含む。以下同じ。）を受けた場合、その薬剤
費の自己負担分について、全額を公費支援の対象とし、当該薬剤を処方する際の手技料
等は支援対象には含まれないこととしていた。

○ 10月以降については、新型コロナウイルス感染症治療薬の活用は医療提供体制の維持の
観点から引き続き重要であることに鑑み、他の疾病との公平性も踏まえつつ、一定の自
己負担を求めた上で公費支援を継続することとする。自己負担額については、医療保険
の自己負担割合の区分ごとに段階的に設定する。

○ 具体的な自己負担額の上限は、１回の治療当たり、医療費の自己負担割合が１割の方で
3,000円、２割の方で6,000円、３割の方で9,000円とし、３割の方でもラゲブリオ等の薬
価（約９万円）の１割程度（9,000円）にとどまるように見直す。なお、本措置について
は令和６年３月末までとする。

○ 対象となる新型コロナウイルス感染症治療薬は、10月以降も引き続き、これまでに特例
承認又は緊急承認された経口薬「ラゲブリオ」、「パキロビッド」、「ゾコーバ」、点
滴薬「べクルリー」、中和抗体薬「ゼビュディ」、「ロナプリーブ」、「エバシェル
ド」に限るものとする。

○ なお、国が買い上げ、希望する医療機関等に無償で配分している「ゼビュディ」、「ロ
ナプリーブ」、「エバシェルド」については、引き続き、薬剤費は発生しない（配分に
当たっての手続き等はそれぞれの薬剤の事務連絡を参照）。

令和５年９月15日：新型コロナウイルス感染症の令和５年10月以降の医療提供体制の移行及び公費支援の具体的内容について
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６．高齢者施設等における特例
（１）施設内療養に係る特例について
⑤ 介護療養病床等に入院している新型コロナウイルス感染症患者又は介護医療院等に入所
する新型コロナウイルス感染症患者に対して、抗ウイルス剤（新型コロナウイルス感染症の
効能若しくは効果を有するものに限る。）を、療養上必要な事項について適切な注意及び指
導を行った上で投与した場合に、特掲診療料の施設基準等第16第２号に規定する内服薬及び
第３号に規定する注射薬のうち、「抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を
有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限
る。）」とみなして、本剤に係る薬剤料を算定できる。なお、調剤料や注射実施料等の算定
については、特に定めのない限り、要介護被保険者等である患者について療養に要する費用
の額を算定できる場合（平成20年厚生労働省告示第128号）等に基づき取り扱うことに留意
されたい。
※介護医療院等＝介護医療院若しくは介護老人保健施設

薬剤料も利用者負担分あり

令和５年９月15日令和５年秋以降の新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて

他科受診して処方された、保険適用されている新型コロナウイルス感染症治療薬につ
いては、全額施設負担ではなく、薬剤料は医療保険で算定できるということ。

要するに
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３割～１割

令和５年９月３０日まで

薬剤料も利用者負担分あり

診療報酬
７割～９割

診療報酬
７割～９割

利用者負担
３割～１割

●
特
例
で
算
定
で
き

て
い
た

検
査
等

施設なし・利用者負担あり

変更あり

診療報酬
７割～９割

公費
３割～１割

診療報酬
７割～９割

★
コ
ロ
ナ
治
療
薬

の

薬
剤
料 施設・利用者負担なし

変更なし
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施設なし・利用者負担あり

利用者負担
３割～１割

利用者
負担

施設なし・利用者負担あり
（上限額あり）

令和５年１０月１日から

公
費

受診

往診

医療機関の医師 利用者A

利用者B

処方料・処方箋料等、
調剤基本料、調剤料、服薬管理指導料等

１日２回（１回４カプセル）
５日間服用「約9万4312円」

老健施設 施設負担

施設医師
が処方

医療機関の
医師が処方

●その他の医療機関・薬局からの場合

●併設医療機関・薬局からの場合

初診料・再診料・往診料・処方料・処方箋料等、
調剤基本料、調剤料、服薬管理指導料等

薬の卸業者 薬

薬
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※医療機関で処方する場合、薬剤料が利用者負担になっても施設負担分の考え方は変更ない

老健施設のコロナ感染者の往診・受診時の他科受診の考え方
【ラゲブリオ（経口薬）の場合】

※診療報酬について、受診先にご確認ください
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項目 小項目

他科受診

併設保険
医療機関

その他

基本診療料 A000初診料、A001再診料、A002外来診療 × ○

A205救急医療管理加算 ●
特掲診療料

医学管理等 B001-2-5院内トリアージ実施料 ●

B001-2-12外来腫瘍化学療法診療料の１のイまたは２のイ★１ ○

B009診療情報提供料（Ⅰ）（注４に限る※） × ○

その他のもの ×
在宅医療 C000往診料 × ○

C000注１のうち緊急往診加算 ● ○

C103在宅酸素療法指導管理料の「２ その他の場合」 ●

その他のもの（在宅自己腹膜灌流の薬材料、在宅療養指導管理の特定保険医療材料料および材料加算は算
定可）

×

検査 ○D000～D027検体検査のうち、下記以外 ×

D012・26準用 SARS-Cov-2抗原検出（定性）【令2.6.15適用/その22】

●

D012・44準用 SARS-Cov-2・インフルエンザ抗原同時検出（定性）【令3.5.12適用/その47】

D012・52準用 SARS-Cov-2抗原検出（定量）【令2.6.15適用/その22】

D023・10準用 SARS-Cov-2抗原検出（PCR検査）【令2.6.15適用/その22】

D023・10準用 SARS-Cov-2・インフルエンザ核酸同時検出（定性）【令2.11.11適用/その30】

D023・16準用 ウイルス・細菌核酸多項目同時検出（SARS-Cov-2を含む）【令2.7.22適用/その22】

上記の検査にかかるわD026検体検査判断料

○呼吸循環機能検査等のうちD208心電図検査、D209負荷心電図検査

×○負荷試験等のうちD286肝及び腎のクリアランステスト、D287内分泌負荷試験、D288糖負荷試験

○上記を準用して点数の算定される特殊な検査

その他のもの ○
画像診断 ○

算定できるものについては「○」
算定できないものについては「×」
特例で医療保険で算定できるものついては「●」利⽤者負担分あり
特例で医療保険で算定できるものついては「★」利⽤者負担分公費

5/8以降他科受診の際に医療機関で算定で
きる項⽬・できない項⽬（新型コロナウイ
ルス感染症患者である⼊所者の場合）
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項目 小項目

他科受診

併設保険
医療機関

その他

投薬 以下の内服薬および外用薬の費用

○

○抗悪性腫瘍剤(悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る)

○疼痛コントロールのための医療用麻薬

○抗ウイルス剤(B型肝炎・C型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群・HIV感染症の
効能若しくは効果を有するものに限る)

○ラゲブリオ
★

○パキロビットパック ・ ゾコーバ

その他のもの ×
注射

注
射
の
費
用

○通則６の外来科学療養加算★２

○

○★１または★２を算定する場合の以下の費用

G001静脈内注射、G002動脈注射、G003抗悪性腫瘍剤局所持続注入（★１のみ）、G003-3肝動脈塞栓を伴う抗
悪性腫瘍剤肝動脈内注入（★１のみ）、G004点滴注射、G005中心静脈注射、G006植込型カテーテルによる中心
静脈栄養

注
射
薬
等
の
費
用

○エリスロポエチン

○ダルベポエチン

○エポエチンベータペゴル

○HIF-PH阻害剤

○抗悪性腫瘍剤(悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る）

○疼痛コントロールのための医療用麻薬

○抗ウイルス剤(B型肝炎・C型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群・HIV感染症の
効能若しくは効果を有するものに限る)

○血友病の治療に係る血液凝固因子製剤および血液凝固因子抗体迂回活性複合体

○ベクルリー点滴静注用100mg（成分名：レムデシビル） ★

その他のもの ×

算定できるものについては「○」
算定できないものについては「×」
特例で医療保険で算定できるものついては「●」利⽤者負担分あり
特例で医療保険で算定できるものついては「★」利⽤者負担分公費

5/8以降他科受診の際に医療機関で算定で
きる項⽬・できない項⽬（新型コロナウイ
ルス感染症患者である⼊所者の場合）
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他科受診時に医療機関に確認を！！
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14

かかりまし経費（補助金）

ROKENくん
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６．高齢者施設等における対応
(2) 各種の政策・措置の取扱い
④ 利用者又は職員に感染者が発生した場合等におけるかかり増し経費の補助
○ 利用者又は職員に感染者が発生した場合等におけるかかり増し経費の補助については、
10月以降も継続することとするが、補助対象の経費のうち、新型コロナに感染した利用
者への対応に係る業務手当に相当する経費の補助上限を１人あたり１日4,000円（１月
あたりの限度額は２万円）とする。

令和５年９月15日：新型コロナウイルス感染症の令和５年10月以降の医療提供体制の移行及び公費支援の具体的内容について

緊急時介護人材確保・職場環境復旧等支援事業の補助金の手当の上限追加

イ 対象経費
令和４年４月１日以降に、新型コロナウイルス感染症への対応において、通常の介護サービスの提供では想定されないかか
り増し費用を助成（ただし、令和４年４月１日から令和５年５月７日までに係る通常の介護サービスの提供では想定されな
いかかり増し費用については、「令和５年度新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提
供体制確保事業の実施について」（令和５年３月28日付け老発0328第３号厚生労働省老健局長通知）に基づき助成を行
う。）
（ア）a.ア（ア）①及び②に該当する事業所・施設等
【緊急時の介護人材確保に係る費用】
①職員の感染等による人員不足に伴う介護人材の確保緊急雇用にかかる費用、割増賃金・手当、職業紹介料、損害賠償保
険の加入費用、帰宅困難職員の宿泊費、連携機関との連携に係る旅費、一定の要件に該当する自費検査費用（別添１の
とおり。（介護施設等に限る））

②通所系サービスの代替サービス提供に伴う介護人材の確保緊急雇用にかかる費用、割増賃金・手当、職業紹介料、損害
賠償保険の加入費用

令和５年５月８日:令和５年度新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業の実施について

（参考）今までの通知

※今まで、手当についての上限額の設定は記載されていなかった
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施設内療養について（補助金）

ROKENくん
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令和５年９月まで 令和５年１０月以降

通常補助１名あたり １０,０００円 ５,０００円

追加補助１名あたり １０,０００円 ５,０００円

大規模施設（定員30人以上） 施設内療養者が５名以上いる場合 施設内療養者が１０名以上いる場合
小規模施設（定員29人以下） 施設内療養者が２名以上いる場合 施設内療養者が４名以上いる場合

６．高齢者施設等における対応
(2) 各種の政策・措置の取扱い
③ 高齢者施設等での感染対策を含む施設内療養の体制
○ 必要な体制を確保した上で施設内療養を行う高齢者施設等への補助については、10月以
降は施設内療養者１名あたり１日5,000円、一定規模以上のクラスター発生時に施設内療
養者１名あたり１日5,000円を追加することとする。補助期間については従前の通りとす
る。（R５.３月まで移行期間）

○ 上記の追加の補助の要件について、位置づけ変更に伴う保健所へのクラスー発生の報告
基準等を踏まえ、大規模施設（定員30人以上）については施設内療養者が同一日に10人以
上いる場合、小規模施設（定員29人以下）については、４人以上いる場合とする。なお、
本補助事業の実施要綱は追って通知させていただく。

施設内療養についての変更点

令和５年９月15日：新型コロナウイルス感染症の令和５年10月以降の医療提供体制の移行及び公費支援の具体的内容について

※９月末からクラスターになった場合でも、それぞれの月の要件で対応することになる。
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介護報酬について

ROKENくん
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６．高齢者施設等における対応
⑤ 退院患者の受入促進のための補助
○ 高齢の退院患者の介護保険施設での受入促進を図ることについては、退院した高齢者の
適切な療養環境の確保や、地域の医療提供体制の確保の観点で重要である。特に感染が拡
大し入院患者が増加している地域については、症状が軽快し感染リスクが低下しているも
のについて、介護保険施設において適切に受け入れていただくよう改めて周知を行うこと。

○ 介護保険施設において、医療機関からの退院患者（当該介護保険施設から入院した者を
除く。）を受け入れた場合には、引き続き当該者について、退所前連携加算（500単位）
を算定できることとし、退院患者の受入について、新型コロナ感染症の重症化率の低下等
を踏まえ、10月以降については算定可能日数を入所した日から起算して14日を限度とする。

退院患者の受入れ促進⇒要件見直し

令和５年９月15日：新型コロナウイルス感染症の令和５年10月以降の医療提供体制の移行及び公費支援の具体的内容について

「入退所前連携加算」（３０日上限）
：前半１５日 ×（Ⅰ）６００単位
：後半１５日 ×（Ⅱ）４００単位

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等
の臨時的な取扱いについて（第１９報） 【令和３年３月２２日】

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準
等の臨時的な取扱いについて【令和５年９月１５日】

「入退所前連携加算」（１４日上限）
：１日から７日 ×（Ⅰ）６００単位
：８日から14日 ×（Ⅱ）４００単位

令和５年９月まで 令和５年１０月以降

※算定の日数が変更になっただけ、算定する要件は変更なし
・当面の間のコロナ陽性時に治療に当たっていた入院医療機関や行政との連携
・退所時も念頭に、入院以前に利用していたケアマネ等とのサービスの調整のために行う、利用して

いたサービスの確認とそれを踏まえたサービス提供
・健康観察・健康管理など看護師等の専門職によるケアも含めた体制整備
⇒上記のことを記録に残すこと！！！ 23

退院患者の受入れ促進⇒要件見直し

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス事業所の人員基準等の臨時的な取扱いについて【令和５年９月１５日】

９月から１０月の月マタギの請求は要注意

24



入退所の制限による影響⇒当面の間継続

※この部分だけ終了
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第５報 1
介護老人保
健施設

都道府県等が、公衆衛生対策の観点から入
所又は退所の一時停止、併設サービスの事
業の全部又は一部の休業等を要請した場合、
介護老人保健施設の基本施設サービス費及
び在宅復帰・在宅療養支援機能加算に係る
施設基準において、「算定日が属する月の
前６月間」等の指標の算出に当たって使用
する月数に、その期間を含む月は含めない
とする取扱いは可能か。

可能である。 継続

第５報 2
介護老人保
健施設

介護老人保健施設が感染拡大防止の観点か
ら特に必要と考えられるこ
とから、自主的に入所又は退所の一時停止、
併設サービスの事業の全部又
は一部の休業を行った場合、問１と同様の
考え方でよいか。

貴見のとおり。ただし、入退所を一時停止する期間及び休
業する理由を事前に許可権者に伝えるとともに、記録して
おくこと。
なお、新型コロナウイルス感染の疑いや濃厚接触の疑いが
ない者の入退所については、地域の感染状況も踏まえなが
ら従前どおり行うよう努めること。

継続

第８報 6
介護老人保
健施設

「新型コロナウイルス感染症に係る介護
サービス事業所の人員基準等の臨時的な取
扱いについて（第５報）」（令和２年３月
26 日付 厚生労働省老健局総務課認知症施
策推進室 ほか連名事務連絡）問１及び２
について、入所又は退所の一時停止に関し
て、感染状況等を踏まえ一部の地域からの
入所や一部の地域への退所のみ停止してい
る場合も同じ取扱いの対象となるという理
解でよいか。

貴見のとおり。なお、その場合であっても、自主的に一時
停止等を行う場合は、一時停止等を行う期間及び理由を事
前に許可権者に伝えるとともに、記録しておくこと。

終了

入退所の制限による影響⇒当面の間継続

簡単に言うと、感染がひどい特定の地区（他県等）から入所してくる方だけ拒否すること

26
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その他（検査・マスク着用）当面継続

ROKENくん

検査の考え方⇒当面の間継続
８．患者等に対する公費負担の取扱い
(3) 検査の自己負担
○ 10月以降の検査に関する取扱いについても、重症化リスクが高い者が多く入院・入所
する医療機関、高齢者施設、障害者施設（以下「高齢者施設等」という。）における陽
性者が発生した場合の周囲の者への検査や従事者への集中的検査を都道府県等が実施す
る場合には、引き続き、行政検査として取り扱う。当該取扱いは、令和６年３月末まで
とする。実施対象者については、これまでと同様、従事者に加えて、自治体が必要と判
断する場合には、新規入所者等を対象として差し支えない。また、対象施設についても
上記に準じる通所の事業所についても対象として差し支えない。

〇 また、自治体で実施していただいているゲノムサーベイランスについても、一定程度
継続することをお示ししているところであるが、当該検査についても行政検査として取
り扱う。

○ 現在、行政検査については、感染症法に基づきその費用の２分の１を国が負担するこ
ととしており、内閣府の「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」の交付
限度額において、行政検査の地方負担額と同額が加算される仕組みとなっており、この
仕組みは継続する。なお、地方単独事業として実施している集中的検査について、引き
続き、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用が可能である。

○ なお、特にクラスター対策などの場面では、早期に感染状況を把握し、その後の感染
拡大をなるべく防止する観点からも、行政検査の迅速な実施が重要である。そのため、
行政検査を実施する際には、必要なときに、検査の実施からその結果の把握までを素早
くできるよう、令和５年１月17日付け事務連絡「高齢者施設等での検査について」でお
示しした運用の具体例等も参考にしながら、高齢者施設等とあらかじめ密に連携するな
ど、平時から備えていただくようお取り計らいのほど、よろしくお願いする。

令和５年９月15日：新型コロナウイルス感染症の令和５年10月以降の医療提供体制の移行及び公費支援の具体的内容について
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検査の考え方⇒当面の間継続
令和５年１月17日付け事務連絡「高齢者施設等での検査について」

１ 集中的検査について
「高齢者施設等の従事者等に対する検査の実施の更なる推進について」（令和４年９月９日付け事務連
絡）等に基づき、引き続き対応をお願いいたします。

２ 高齢者施設等の入所者又は従事者等で新型コロナの陽性者が発生した場合の当該施設等の入所者及び従
事者に対する検査について高齢者施設等の入所者又は従事者等で新型コロナの陽性者が発生した場合に
行われる当該施設等の入所者及び従事者の全員に対する検査は、保健所又は保健所が委託した機関によ
り行政検査として行われることが基本であり、適切な対応が可能な体制の整備に努めていただくことを
改めてお願いします。

保健所の職員だけでは対応が困難な場合もあると想定しますが、例えば、施設より感染者発生が保健
所に報告された際、自治体が行政検査を委託している複数の検査機関のリストを当該施設に提供し、施
設で自ら採取した検体を持ち込むことを依頼することで、行政が必要性を判断しつつ自ら検査を実施す
るという例も承知しており、地域の実情に応じて様々な工夫を行うことにより、適切な対応が可能な体
制の整備を行うよう、改めてお願いします。

なお、感染の急激な拡大等により保健所等が対応できない場合、やむを得ないものとして、以下の要
件を全て満たしている場合にあっては、個別の施設が自ら実施する検査を行政検査として取り扱って差
し支えありません。
① 個別の施設から、所管の保健所に対して、施設内で陽性者が出た旨の連絡があり、当該連絡を受けた

保健所が、当該施設の入所者及び従事者に対する検査の必要性を認識しているものの、やむを得ない
理由により対応ができないこと及び当該施設に検査の実施を委託する旨を当該施設側に伝えること

② 当該施設が、①を踏まえ、自ら検査（※）を実施すること
※抗原定性検査キットを活用する場合は、薬事承認されたものに限る。

③ 検査実施後、その内容として、当該施設から必要な情報が確認できること
（例）

・ 検査の発端となった陽性者の情報（これをもとに、HER-SYS により確認）
・ 当該施設の入所者数及び従事者数に係る資料
・ 検査の費用等がわかる資料（領収書、検査結果一覧など）

保健所は、この事務
連絡を知らない所も
あるので連携を必ず

行うこと！！！

29

主に５パターンになるので、どの検査の方法で行うか確認してください！

１.集中検査（令和５年９月１５日付け事務連絡）
２.高齢者施設等の入所者又は従事者等で新型コロナの陽性者が発生した場合の当該施設等
の入所者及び従事者に対する検査（スライドP29）

３.他科受診における検査
４.新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス事業所等のサービス提供体制確
保事業（かかりまし経費）で行う自費検査

検査の考え方⇒当面の間継続

５.施設の持ち出し
30



マスクの着用⇒当面の間継続

９．その他
(1) その他医療機関等における対応について
○ 患者や医療機関への来訪者におけるマスクの着用については、「マスク着用の考え方の
見直し等について」（令和５年２月10日付け事務連絡。以下「２月10日付け事務連絡」
という。）の２において高齢者等重症化リスクの高い者への感染を防ぐため、マスク着
用が効果的な次の場面では、マスクの着用を推奨することとされていることに改めて留
意いただきたい。
① 医療機関受診時
② 高齢者等重症化リスクが高い者が多く入院・生活する医療機関や高齢者施設等への
訪問時

○ 高齢者等重症化リスクが高い者が多く入院・生活する医療機関や高齢者施設等の従事者
については、２月10日付け事務連絡の４において、勤務中（※）のマスクの着用を推奨
することとされている。引き続き、マスクの着用をはじめ、院内感染対策の適切な実施
にご尽力いただきたい。
（※）勤務中であっても、従業員にマスクの装着が必要ないと考えられる具体的な場面

については、各医療機関の管理者が適宜判断いただきたい。例えば、周囲に人がい
ない場面や、患者と接さない場面であって会話を行わない場面等においてはマスク
の着用を求めない、といった判断が想定される。

○ また、マスクの着用は個人の判断に委ねられるものではあるが、事業者が感染対策上又
は事業上の理由等により、利用者又は従業員にマスクの着用を求めることは許容される
こととされていること。ただし、障害特性等により、マスク等の着用が困難な場合には、
個別の事情に鑑み、差別等が生じないよう十分配慮をお願いすること。

令和５年９月15日：新型コロナウイルス感染症の令和５年10月以降の医療提供体制の移行及び公費支援の具体的内容について
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